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ＢＣＰとは、Business Continuity Plan の略で、「事業継続計画」や
「緊急時企業存続計画」と訳されています。 
地震時など緊急時には、平常時とは異なる多くの判断が、経営者に求め
られることになります。災害時における１つの判断ミスが、経営に大き
な影響を与える可能性もあります。 
したがって、平常時から「被災時に事業をどのように早く復旧させるの
か？」「そのために何を準備し、取り決めておくのか？」などの対策を
検討し、自社にとって重要な事業を早期復旧または継続する計画を検討
しておく必要があります。このような計画を取りまとめたものが、ＢＣ
Ｐです。 
 
※国もＢＣＰに関するガイドラインを発行しています。 
 ① 内閣府 中央防災会議「事業継続ガイドライン 第一版」（平成17年8月） 
  http://www.bousai.go.jp/MinkanToShijyou/guideline01.pdf  
 ② 中小企業庁経営安定対策室「中小企業ＢＣＰ策定運用指針」（平成18年2月） 
  http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html  

そもそもＢＣＰとはなんですか？ 

これまでの防災計画は、「従業員の生命」や「経営資源」を守ることが
主な目的でした。 
一方、ＢＣＰは「従業員の生命」や「経営資源」を守った上で、事業を
早期復旧するとともに、 “顧客からの信用”と“従業員の雇用”を維持し、
企業活動を継続させることを目的としています。 
また、被災時には、ヒトやモノなどの経営資源が著しく不足します。そ
の中で、事業を継続・早期復旧させるためには、限りある経営資源を活
用して、最低限必要な業務に絞り込み、対応策を検討する必要がありま
す。この観点も従来の防災計画とは異なります。 
 
ＢＣＰとは“緊急時に、企業がより早く、効率的に復旧できるように、従
来の防災計画に経営の観点を盛り込んだ計画”であると言い換えることが
できますので、ＢＣＰといっても“全く新しい取組み”というわけではあ
りません。 

ＢＣＰと防災は何が違うのですか？ 

復旧目標は、「ライフライン復旧後○○日以内」といったもの
で大丈夫ですか？ 電気と水道が復旧しないと、機械が動かせ
ないので、それまではまず復旧できません。 

多くの企業にとって、電気・ガス・水道といったライフラインが復旧し
ないと、事業の再開ができないというのが現実です。また、中小企業で
は自家発電設備のような代替手段を確保することも、現実的に困難であ
ると思われます。過去の事例から、ライフラインが復旧してから３日～
１週間を、「復旧目標」とするのが一般的です。 

           事業継続計画 (Business Continuity Plan)  

防災計画 
 

人命や資産の保護に 
重点をおいた内容 

 
応急対応の取組み 

事業継続計画 
（ＢＣＰ） 

業務の早期復旧に 
重点をおいた内容 

 
優先度の高い業務 



 ●どのような影響を与えるのか 
■ 患者さまの健康維持や治療に関わる医用電気機器が使用できません。 
■ バックアップを取っていないデスクトップPCからデータが消えます。 
■ 揚水ポンプが作動しなくなるため、各部屋への給水が停止します。 
■ 水道が停止することで、同時にトイレも使用できなくなります。 
■ 電化製品がすべて使用不可になることは言うまでもありません。 

 
 ●UPS（無停電電源装置）があるから大丈夫？ 
 UPSとは、商用電力が停電したとき、瞬時に内蔵バッテリーに切り換
えて電力を供給する装置です。IT 機器などが停電によって突然停止して
故障するのを防ぐことを主な目的に作られています。 
しかし機器を安全に停止することが目的なので、内蔵バッテリーの容量
は限定的です。機種と使い方によりますが、数分から数十分しか持たな
い場合がほとんどです。UPSで業務を継続するのは非常に困難なのが実
態です。 

 予期せぬ災害で起きる「停電」 
   「医用電気機器（ME機器）」が使用不可能となります。 
         BCPの一環として、最低限の電源を確保し、有事に備えませんか。 

 

 ◆ 医療･介護に必要な電気機器電源を確保 
◆ 照明の確保、煮焚き物で食事を確保 
◆ 寒さや、暑さに耐える場所を確保 
◆ 携帯電話などの充電対応機器の電源を確保 

 ●病院や高齢者施設での利用 
 災害対応ＬＰガスバルクがあれば、病院や特別養護老人ホームなど、
避難が困難な人のいる施設で、災害時に暮らしていくために必要なエ
ネルギーの供給が可能です。 
  病院では、診察の安定継続をはじめ、待合室で受診待ち時の患者
様の快適さを確保します。また、医療機器を正常作動に導き続けるこ
とで入院患者様の不安を払拭し、病院の信頼感の担保にも貢献します。 
 また、集団で暮らす特別養護老人ホームの照明、厨房機器、給湯器
など、生活全般に必要な電力を確保します。また、個別の高齢者住宅
においても生活全般をサポートします。 



ἲ から停電信号を受信し 10 צּ 電力供給を開始します。 

     通電復旧後、約1分でエンジンが停止して通常時の待機状態に戻ります。 

 

 

 

  
¬ º  

地震等の災害によって電気・都市ガス等のライフ
ラインが寸断されても、発電機と災害用ＬＰガス
バルクとを設置しておくことで、復旧までの数日
間、患者さんや利用者の方の食事や暖房、シャ
ワー等への給湯等、くらしのためのエネルギーを、
継続してお使いいただくことができます。 



■ 仕様 
 

● 液晶表示デジタルコントーラー標準装備 
● 全自動セルフチェック機能搭載 (任意設定)  
● ＬＰガス・天然ガス (都市ガス13A) 対応 
● 騒音レベル68dB ( 本体より７m地点測定)  

   ỗớ    32kW    
  PROTECTOR QS SERIES 32kW GENERATOR  

コンパクト設計で狭い場所にも設置が可能です 

合計 22,400W  
※家電製品の起動時出力を考慮して使用電力
を約70% に抑えて表示しています。 

 

 

定格出力  32kW  
定格電圧  100/200V （三相） 
定格周波数 60Hz / 50Hz  
連続運転可能時間 100 時間 

 
・自動切替 常時接続 
・UPSなしで全ての機器が利用可能 
・既設設備を平時と同様に使用可能 
・通常の屋内コンセントが使用可能 
・自動メンテナンス機能搭載 
・据置型 本体移動不可 

 

Model.RG032  32kW  

W1950 ×D888 ×H1171  



東日本大震災とＬＰガス 
 東日本大震災の被災地では、水道、電気、都市ガス、石油製
品などの供給再開に相当の日数を必要としましたが、ＬＰガス
は、わずか数日で供給の再開しています。3月11日の地震発生
後、全面復旧は4月21日（都市ガス5月3日、電力6月18日）Ｌ
Ｐガスは、復旧が早く、災害に強いエネルギーとして見直され
ています。 

 災害に強い国へ「災害対応型ＬＰガス災害バルク等」を 
                          導入するにあたり国の補助金制度が受けられます 
概要・目的 
 大規模な災害等が発生した時に、医療施設、公的避難所又は一時避難所となり得る施設等は、系統電力や都市ガスの供給が途絶した場合でも、
ライフラインの機能を維持することが必要です。国の補助金の交付を得て、これらの施設へ「石油ガス災害バルク等」を導入することを支援
し、もって災害等発生時においても、これらの施設等がライフラインの機能を確保できることを目的としています。  
 [ 平成２６年度 補助金予算額実績：約1億9千万円 ]  ⇒ [ 平成２７年度 補正 補助金予算額 ４億４千万円 ]  



 ●地球温暖化をはじめ、さまざまな環境問題に貢献するLPガス 
 現在、世界規模で低炭素社会の実現に向けたさまざまな取り組みがなされています。 
 日本でも2050 年までに二酸化炭素（CO2）の排出量を80％削減を目指し、省エネルギーの推進を始め、化石エネ 
 ルギーの高度有効利用や非化石エネルギーの導入拡大などを図ろうとしています。 
 温室効果ガスを削減するには、クリーンなエネルギーを効率的に利用することが必要です。ＬＰガスは化石エネル 
 ギー（石油・石炭・天然ガス・ＬＰガス）の中でも天然ガスとともにCO2排出量が少なく、燃焼時の排出ガスも極  
 めてクリーンなエネルギーです。 
  
 

 ●持ち運びが容易で、さまざまな場所と分野で活躍するLPガス 
 LPガスは容易に液体にすることができます。液体にすると体積は気体時の1/250 となるので、LPガス 
 容器に充てんし、どこにでも運ぶことができます。このため、都市部や郊外だけでなく、離島や山間 
 部等の地方における重要なエネルギー源として、幅広く利用されています。 
 また可搬性に優れたLPガスは、災害時のエネルギー源としても多くのメリットがあります。 

  
 

 ●復旧も早く、避難場所での生活を支えるLPガス 
 「地震列島」と呼ばれる日本では、災害発生時においても安定期的に使用可能なエネルギー源を確保することが重 
 要な課題となっています。ＬＰガスは、各需要家ごとに個別に供給可能な「分散型エネルギー」なので、災害発生 
 時にガスの供給が遮断された場合も、個別に調査・点検を行うことで 都市ガスや系統電力に比べて相対的に早く復 
 旧させることができます。 
 また、通常の場合、家屋の横にＬＰガス容器が２本設置されており、言わば軒下に在庫がある状態となっているの 
 で、１本目が切れても、２本目で１か月以上ガスを使い続けることができます。(５０kg容器×２本の場合)  
 そして、緊急時のエネルギー源として、避難所や仮設住宅等にも迅速に供給することができます。 

 環境にやさしく、災害に強いLPガス 


